別記様式第１号（第２の１関係）

番　　　号
年　月　日

　農林水産大臣　殿


                              申請者住所
                              名称及び代表者氏名



第一種特定漁業の再編整備に関する実施計画認定申請書

　国際漁業等再編対策事業費補助金交付等要綱第７の１の規定に基づき、別添の第一種特定漁業の再編整備に関する実施計画について認定を受けたいので申請します。








（別記様式第２号の第一種特定漁業の再編整備に関する実施計画を添付すること。）

別記様式第２号（第２の２関係）
  （Ａ４版）

		整理番号
	

	漁業の種類
	

	認定年度
	













第一種特定漁業の再編整備に関する
実施計画




（作成日）       年　　月　　日


（団体名）





（注）整理番号、認定年度は、記入しないこと。

１　計画作成団体の概要



（１）名称、住所及び代表者の氏名

（２）役員の氏名及び現職

（３）事業の主な内容（組合規約、定款等を添付すること。）


２　全体実施計画

（１）実施計画作成の経緯

（２）実施予定期間　　　（　　年度～　　年度）

（３）第一種特定漁業の再編整備の目標
	
	現　状
(　年　月現在)
	計画完了後
(　年　月現在)
	備　考

	漁業者数
	
	
	

	漁船隻数
	隻
	隻
	

	乗組員数
	人
	人
	



- 1 -

2

３　個別実施計画
（1） 減船実施計画
	減船実施予定の漁業者名（法人又は団体にあっては、その名称及び代表者氏名）
	
	
	
	減船実施予定の漁船
	減船実施予定
時期
	漁船ｽｸﾗｯﾌﾟの有無
	転廃業の
有無
	
	備　考

	
	住所又は所在地
	従業
員数
	漁船総ﾄﾝ数
	船 名
	漁業許可等の番号
	漁　業根拠地
	乗組
員数
	操業実績
	
	
	
	転換先
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	( 年 月～
年　月 )
	
	
	
	
	

	計  人(経営体)
	
	人
	
	隻
	
	人
	


（注）  １　減船実施予定の漁業者の減船実施の同意書を添付すること。
２　操業実績の欄には、第一種特定漁業の再編整備に関する基本方針において、交付金の措置対象漁業者の要件として定められた漁期に係る操業実績の期間を記載すること。
３　減船実施予定の漁業者の従業員数及び漁船総トン数は、当該漁業者（当該漁業者が実質上経営を支配している者及び当該漁業者の経営を実質上支配している者を含む。）が、常時漁業に使用する従業員数及び使用する漁船の合計総トン数を記載すること。
４　転換先の欄には、減船に伴って新たに開始する予定の漁業種類、業種等を記載すること。

（２）不要漁船処理実施計画
	減船実施予定の漁業者名
	減船実施予定の漁船
	スクラップ処分等の対象漁船
	ｽｸﾗｯﾌﾟ等の実施予定時期
	ｽｸﾗｯﾌﾟ処分等の方法
	ｽｸﾗｯﾌﾟ処分等の場所
	備　考

	
	船名
	漁船登録番号
	トン数
	進　水年月日
	所有者名
(交付金対象者)
	船名
	漁船登録番号
	トン数
	進　水年月日
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計　人(経営体)
	隻
	
	人
	隻
	


（注）  １　減船実施予定の漁業者とスクラップ処分等の対象漁船の所有者が異なる場合又は代替漁船をスクラップ処分等にする場合には、備考欄に、両者の関係（例；賃貸、　年　月有償取得）について記載すること。
２　スクラップ処分等の場所については、解体等を行う場所及び企業名を記載すること。
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別記様式第３号（第３の１関係）


減船漁業者救済費交付金交付申請書

                                            　　年　月　日

　一般社団法人大日本水産会会長　殿


                         　申請者住所 
                         　氏名
                  　　（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）


　国際漁業再編対策実施要領第３の１の(2)及び２の(1)の規定により、下記の書類を添えて、○○丸、○○丸について標記交付金の交付を申請します。

記

（添付書類）  １
２
３


別記様式第４号の１（第４の１関係）           第４の１の(１)のア又はイに
                                             掲げる者の申請用

不要漁船処理費交付金交付申請書

                                             　　　年　月　日

　一般社団法人大日本水産会会長　殿

                         　申請者住所 
                         　氏　　　名
                  　　（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

　　年度において下記のとおり不要漁船をスクラップ処分等にしたので、不要漁船処理費交付金　　　　　　　円を交付されたく、国際漁業再編対策実施要領第４の１の(2)の規定により、関係書類を添えて申請します。

記
（減船対象漁船）
	船　名
	
	漁船登録番号
	

	救済費交付金交
付決定通知番号
	
	救済費交付金
受領者名
	

	交付金額
	（算定式）


（添付書類）  １
２
・
別記様式第４号の２（第４の１関係）              第４の１の(１)のウ又はエ
に掲げる者の申請用 

不要漁船処理費交付金交付申請書
                                             　　　年　月　日
　一般社団法人大日本水産会会長　殿

                         　申請者住所
                         　氏名
                  　　（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

　　年度において下記のとおり不要漁船をスクラップ処分等にしたので、不要漁船処理費交付金　　　　　　　円を交付されたく、国際漁業再編対策実施要領第４の1の(２)の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

	減船対象漁船
	代替漁船

	船　名
	
	船　名
	

	漁船登録番号
	
	漁船登録番号
	

	救済費交付金交付決定通知番号
	
	交付金額
	（算定式）

円

	救済費交付金受領者名
	
	
	



（添付書類）１
２
別記様式第５号（第４の１の別表関係）

漁船スクラップ処分証明書

                                           　　　年　月　日

　一般社団法人大日本水産会会長　殿　


                      　　スクラップ解体企業等の住所
              氏名
                  　　（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）


　下記の漁船は、不要漁船としてスクラップ処分しました。

スクラップ処分実施期間　　　年　月　日から　年　月　日まで
スクラップ処分実施場所

記

　１　船名
　２　漁船登録番号
　３　漁業の種類
　４　総トン数
  ５　進水年月日
  ６　所有者の氏名又は名称及び住所

  （注）漁船の解体又は焼却の方法によるスクラップ処分を証する写真（処分前、処分中及び処分後）を添付すること。

